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資料２



 再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤が進む中、系統制約が顕在化。再⽣可能エネルギーの⽔素への転換や蓄電池の有効活⽤等を進
めることで、太陽光発電等の再⽣可能エネルギーが抱える不安定性等の課題を克服し、電⼒の安定供給を維持しつつ、再⽣可能エ
ネルギーをしっかり使い切るシステムを構築。

 同様の課題は、海外においても顕在化。例えば、再⽣可能エネルギー先進国であるドイツにおいては、⾵⼒発電の好⽴地地域である
北部と、電気の⼤需要地である南部をつなぐ送電線建設の遅れが、再⽣可能エネルギー導⼊拡⼤の懸念材料に。こうした中、ドイツ
でも、再⽣可能エネルギーの⽔素化（Power to Gas）に関する実証研究が進められているが、①⽔素の製造コストの低減や、②
⽔素利⽤の拡⼤等が課題となっている。
再⽣可能エネルギーの最⼤限有効利⽤のための⼿法例再⽣可能エネルギーの最⼤限有効利⽤のための⼿法例 ドイツにおける再⽣可能エネルギーの⽔素化に向けた実証研究ドイツにおける再⽣可能エネルギーの⽔素化に向けた実証研究

出典：ドイツ連邦交通デジタルインフラストラクチャー省
「Power-to-Gas (PtG) in transport Status quo and perspectives 
for development」

⽔素化プロジェクト
(Power-to-Hydorgen)

メタン化プロジェクト
(Power-to Methane)

⽔素ステーション
(PtH2 Refueling Station)

• ドイツにおいては、再⽣
可能エネルギーの⽔素
化プロジェクトを実施。

• ⽔素とＣＯ２を反応さ
せるメタン化プロジェクト
も⾏われている。

• ⼀⽅、①⽔素製造のコ
スト低減・システムの⼤
型化や、②⽔素利⽤の
拡⼤等が課題。

 北九州スマートコミュニティ実証
において、余剰電⼒を利⽤した
⽔電解により⽔素を製造・貯
蔵・利⽤する実証を実施。

水素貯蔵タンク 水電解装置

ＦＣＶ２Ｈ

⽔素による余剰電⼒吸収と活⽤

 ＣＥＭＳ（地域エネルギー管
理システム）は、系統の状況や
需要の変動等に応じて、コミュ
ニティ単位で効率的なエネル
ギー需給管理を⾏うもの。

 コミュニティ単位の需給計画策
定、ディマンドリスポンスの発動、
地域に存在する蓄電池の群制
御等の機能を開発。

出典：北九州実証（富⼠電機）

蓄電池をコアにしたＣＥＭＳ

再エネ導⼊拡⼤に伴い顕在化しつつある、①電⼒会社のエリア全体の調整⼒
不⾜や、②接続ポイント近辺の容量不⾜といった課題の解決策の⼀つとして、
下記のような取組に期待あり。

解決しようとする課題(再エネの最大限の有効利用と電力安定供給の確保)
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【提案者】

 本プロジェクトと同様に、地域に賦存する再⽣可能エネルギーを活⽤して製造した⽔素を東京等の⾼需要地へ輸送し、燃料電池バス
等に利⽤する事業プランが、東京都「⽔素社会の実現に向けた東京戦略会議」において提案されている。

 具体的には、豊⽥通商、NTTファシリティーズ、NTTコミュニケーションズ、Hrein Energy、川崎重⼯業、トヨタ⾃動⾞、デロイトトーマ
ツが、北海道や東北等に存在する豊富な再⽣可能エネルギーを⽔素製造にも活⽤するモデルを提案している。

 これらの事業者とも連携しながら、本プロジェクトの具体的な検討を進めているところ。

8出典：⽔素社会の実現に向けた東京戦略会議



【参考】 我が国の技術競争⼒②（⽔素・燃料電池技術） 9

欧⽶における「燃料電池」関連特許の登録状況⽇⽶欧中韓における「電解式⽔素製造」関連特許の状況

【出典】2012Fuel Cell Patent Review（Fuel Cell Today）

出願⼈国籍別出願件数（2001〜2011年）

【出典】
平成２５年度特許出願技術動
向調査報告書

国籍別燃料電池特許登録件数（2010〜2011年）

 ⽔素製造のうち、再⽣可能エネルギーを活⽤した⽔素製造にも活⽤される電解式⽔素製造の分野の特許出願数は世界１位で、上
位１０位に⽇本企業３社（トヨタ⾃動⾞、本⽥技研⼯業、豊⽥⾃動織機）が⼊っている。

 また、欧⽶における燃料電池の特許登録件数は⽇本と⽶国がリードしている状況であり、上位１０位に⽇本企業が５社（トヨタ⾃
動⾞、本⽥技研⼯業、パナソニック、⽇産⾃動⾞、⽇⽴）が⼊っている。
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項目 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

事業計画
策定

開発 実証
導入

テスト
稼動

大会開催

工程表
project案

１

燃料電池バス等の開発・普及

水素ステーションの計画的な整備

地方における再生可能エネルギーの活用

より効率的な輸送方法の確立

・
・

規制改革等の制度整備

開発中間⽬標

10

将来に向けて
⽔素供給を
更に低コスト化・
供給能⼒拡⼤

余剰再エネを活⽤した⽔素製造：
・ コスト・・・３０円/Nm3程度

（現⾏の化⽯燃料由来⽔素と競合可能な⽔準（例．⼯業⽤⽔素））

・ ⽔素供給量・・・５０Nm3/h
（燃料電池⾃動⾞１台/ｈに対応）

低コスト⽔素製造システム開発に向けた課題
（2013〜研究開発実施）
・ 安価な材料の適⽤
・ 装置の⼤型化、効率化
・ 電解セルの構造改良 等

⽔素需要拡⼤
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。レドックスフロー等の系統蓄電地とも連携。
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出典：ＮＥＣ

 本プロジェクトと同様に、需要家側に設置される複数の蓄電池等を群制御することで、再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤等を図ろうとす
る事業プランが、産業競争⼒懇談会（産業界の有志による任意組織）において提案されている。

 具体的には、NEC、IHI、エネルギー戦略研究所、産業技術総合研究所、JSR、住友電気⼯業、電⼒中央研究所、東京⼤学、東
京電⼒、東光⾼岳、東芝、⽇⽴製作所、三菱電機、早稲⽥⼤学、NECエナジーデバイス、三菱総合研究所が、再⽣可能エネル
ギーの⼤量導⼊と系統安定の両⽴に向けたモデルを提案している。

 これらの事業者とも連携しながら、本プロジェクトの具体的な検討を進めているところ。
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